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「多文化社会で生きる力」を獲得させる日本語教育を目指して 
―オーストラリア・ヴィクトリア州の現状と課題― 

 
青木優子 

１．問題の所在 
現在、オーストラリアの日本語学習者数は 38 万人にのぼり、日本国外の日本語学習者数

では世界第３位、人口当たりの学習者数では第１位である。そのうち初等・中等教育の学

習者の占める割合は 97％であり、LOTE（Language Other Than English）科目の中でも、

日本語は学習者の最も多い科目の一つとなっている。オーストラリアにおける日本語教育

は、その 90 年の歴史の中で、大きな変遷を遂げてきた。しかし、言語政策は常に政治的、

経済的な要因に左右されており、言語教育に対する国家の予算が、現場の教育に大きな影

響を与えている。日本語教育は、「経済的貢献度」に縛られた観点（川上 1998）で議論され、

認知的にも情緒的にも発達段階にある児童・生徒に、言語学習を通してどのような力を身

につけさせるのかという人間教育的観点からの議論が、長い間、具体的に行われないまま

であった。本稿では、これまでオーストラリアで行われてきた初等中等教育レベルの日本

語教育を概観し、日本語教育を通じて子ども達にどのような力を身に付けさせるべきかを

考察した上で、現在ヴィクトリア州で行われている教育シラバスを検討しながら、理念と

して目指されている日本語教育が実践としてどこまで行われているのか、また、その実現

が可能かどうかを分析する。 
 
２．オーストラリアにおける日本語教育の歴史 
オーストラリアで日本語教育が始まったのは 20 世紀初頭であるが、中等教育レベルで本

格的に教えられるようになったのは、60 年代後半になってからである。70 年代に白豪主義

が廃止されてからは、政府のアジア政策と共に量的発展を遂げ（ネウストプニー J.V. 1976）、
特に 80 年代には日本の経済発展の影響を受けて、初等・中等レベルの学習者が増大し「ツ

ナミ」現象をもたらした。移民の増加に伴って、政府は多文化主義政策を進め、1987 年に

は、外国語教育の必要性を述べた NPL（Lo Bianco, J.  National Policy on Languages）
が出される。その中で、日本語は言語教育の中でも優先されるべき 9 言語の１つに指定さ

れた。NPL では、外国語を学ぶ意味として、（１）Enrichment（２）Economics（３）Equality
（４）External の４つを挙げている。ここでは、外国語学習を通じて児童・生徒を育てる

という視点よりも、言語教育は国家の資産であり、オーストラリアが経済的、外交的にど

う発展できるかということに重点が置かれていた。90 年代に入り、良質な教師、教材の不

足が指摘され、全国的に統一されたシラバスやカリキュラムがないこと、また、日本語履

修者が学年の上昇と共に減少する問題などが取りあげられるようになったが、依然、どの

ような指導を通じて、子ども達にどのような力の育成を目指すのかといった内容の議論に

は至っておらず、その成果も、単に「生徒がどれくらい日本語を身につけたか」という結



 2

果を計るのみであった（川上 1998）。一方で、1995 年に連邦政府によって導入された

NALSAS（National Asian Languages and Studies in Australian Schools：日本語を含む

4 つのアジア言語、文化、社会の学習を奨励する特別プログラム）では、「2006 年の時点で

全豪の 3 年生から 10 年生（高校 1 年）までの 60％、12 年生（高校 3 年）の 15％が 4 言語

のいずれかを学習している状況を創出する」という達成目標が掲げられていたが、本プロ

グラムが 2002 年末に打ち切られたため、言語教師雇用、各言語の特別講習、教員養成、教

材作成、アジア各国との交換留学などに十分な予算が行き届かず、一部の学校では日本語

を科目として提供できなくなったり、学習者が減少したことなども報告されている（国際

交流基金 2004）。 
 

３．オーストラリアにおける現在の日本語教育の流れ 
近年のオーストラリアにおける教育理念は、「何を教えるべきかという観点から作られて 

いたカリキュラムやシラバスが、生徒が何を知識として獲得し、その知識を使って何がで

きるようになるのかを示すアウトカム（成果重視）アプローチに基づいたものに取って代

わった」（バット 2004）。80 年代に明文化された政府の言語政策も、最近までその質的な議

論や成果については言及されないままだったが、ここに来て、教育カリキュラムの見直し

と共に、異文化間言語教育（Intercultural Language Learning：以下 ILL）の必要性が盛

んに論じられるようになった。言語を使う際には、その言語が使われている社会のコード

や習慣に触れる必要があり、その社会の文脈の中で、コミュニケーションを通じて相手と

の関係性を築いていかなければならない。つまり、言語の学習は単なる語彙や文法の習得

だけではなく、このような社会規範や価値観を含めた文化教育と共に行われる必要がある

と考えられるようになったのである。以前、文化は言語教育の合間に、切り取られた知識

として教えられていたが、Crozet, Liddicoat & Lo Bianco（1999）は、そのような固定化

された文化観を否定し、文化は「動態的」であるとして、文化を個人の生きた経験として

捉えている。人間のインターアクションは文脈に影響されやすく可変的であるため、言語

もまた「動態的」であり、言語と文化を分離することは不可能である。この観点から、学

習者は自分の住んでいる「第一の場」と、目標言語と文化の文脈である「第二の場」に対

する相互文化的な視点を発展させ、コミュニケーションを通じ、相手との関係性の中で取

捨選択をして、最終的には自ら「第三の場」を作り出すことのできる異文化間言語学習が

求められるようになった。この ILL の必要性は、オーストラリア全体の言語教育政策とし

て「オーストラリアの学校における言語教育の国家声明（National Statement for 
Languages Education in Australian Schools）」でも述べられている。 

ILL で求められているのは、川上（2000）がいう「言語（外国語を含む）を使っての対

人対応能力、他者との関係性を創造する能力、異文化に対応する調整能力」である。認知

的な発達段階にある子ども達にとって、自分が生活する言語環境とは違った文脈の中で目

標言語を使い、そこに存在する人々との関係を構築するという経験は、多言語多文化社会
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において、異なる他者との交流や摩擦に柔軟に対応していく力や、問題解決能力を育むで

あろう。また、そこでの発見を通して自分の住んでいる社会・言語・文化を見つめ直すこ

とは、アイデンティティの形成を助け、世界を多角的に分析する能力の獲得にも繋がると

考える。日本語教育は、以前のように言語を知識として捉え、何を覚え、何をどれだけ使

えるようになるかといったことにのみ焦点を当てるのではなく、その先にある、言語教育

の枠を越えた「人間教育」として捉えられる必要がある。他者と関わりながら、子どもが

自分の伝えたいことを日本語を通じて発信し、また、知りたい、分かりたいと思うことを

相手から受信することこそが、ことばの獲得なのである。 
 

４．ケーススタディ：ヴィクトリア州のシラバスの分析 
 オーストラリア全体の動向は以上であるが、建国以来、各州の独立が強いオーストラリ

アでは、州の教育は州政府が監督することになる。ここでは、その一つの例として、ヴィ

クトリア州の場合を取り上げ、シラバスが ILL の理念をどのように取り入れ、子ども達に

どのような力の育成を目指しているのかについて分析を行い、それが現場でどのように展

開されているのかについて考えてみたい。 
ヴィクトリア州では、５～10年生の間でLOTE教育が「強く推奨」（highly recommended）

されており、LOTE は、州政府（Victorian Curriculum and Assessment Authority : 以下

VCAA）がプレップ（Preparatory あるいは Prep と呼ばれる 5 歳児クラス）から 10 年生

までの学習基準として定める「カリキュラムと学習基準の枠組みⅡ（Curriculum and 
Standards FrameworkⅡ：以下 CSFⅡ）」の中でも、生徒が学ぶべき主要８学習領域（Key 
Learning Area :以下 KLA）の一つとして定められている。さらに、VCAA は 11・12 年生

の高校卒業試験兼大学共通選考試験に向けた日本語の授業のためのシラバス「第２言語と

しての日本語 VCE 学習計画（Japanese Second Language Victorian Certificate of 
Education Study Design）」も定めており、上記両シラバスによって、各レベルごとに技能

別の学習理由・学習達成目標等が明示されている。 
 
４.１ CSFⅡの分析 
 CSFⅡは、ビクトリア州で義務教育と定められるプレップから 10 年生を対象とし、そ 
の間の学習において教師と生徒は何を重要視し、KLA で生徒達がどのような力を身につ 
けていくべきかということ示している。CSFⅡの定める KLA とは、芸術、英語（第二言語 
としての英語＝ESL を含む）、保健体育、LOTE、数学、科学、社会と環境、テクノロジ 
ーの８つで、プレップから 10 年生までの 11 年間を 6 つの段階（レベル１＝プレップ終 
了レベル２＝2 年生終了、レベル３＝4 年生終了、レベル４＝6 年生終了、レベル５＝８ 
年生終了、レベル６＝10 年生終了）に分けて、それぞれの段階で学習到達目標を定めて 
いる。また、その学習到達目標を達成したかを判断するための指標も、それぞれのレベル 
に与えられている。 
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CSFⅡは初等・中等教育での枠組みを示すのみで、具体的に教える内容や学習時間な 
どのカリキュラムは、各学校、教師に委ねられている。そのため、LOTE 学習を始める 
学年は、各学校、児童・生徒によって異なる。大多数の児童・生徒は小学校の入学と同時 
に LOTE 学習を開始するが、中には途中で学校を異動したり、選択する言語を変える者も 
いる。また、学校内においても、初等教育で学習する言語と中等教育で学習する言語が異 
なる場合もあるため、CSFⅡは言語科目に対しては２つのパスウェイを用意している。そ 
の２つとは、①プレップから 10 年生／６年生まで同じ言語を学習する児童・生徒を対象と 
したものと、②７年生から LOTE を始める生徒を対象としたもの、である。これは児童・ 
生徒の学習開始時期や、それまでの学習時間の違いに考慮して作成されている。そのため、 
上記で示した６つの段階（レベル１からレベル６）も、パスウェイ①を用いる場合には、6 
つの段階（レベル１＝プレップ終了レベル２＝2 年生終了、レベル３＝4 年生終了、レベル 
４＝6 年生終了、レベル５＝８年生終了、レベル６＝９年生終了、レベル６発展＝10 年生 
終了）によってレベル分けをし、パスウェイ②を用いる場合には、３つの段階（レベル４A 
＝７年生終了、レベル５A＝９年生終了、レベル６A／発展レベル＝10 年生終了）を使うこ 
とになっている。 
 筆者がフィールドワークを行っているメルボルン市内の私立高校は、付属の小・中学校

を持っており、LOTE 教育は 1 年生から行われているが、1 年生から 6 年生までの LOTE
科目は中国語が必修となっている。7 年生と 8 年生は中国語、フランス語、ラテン語のうち、

２つを選択することが義務づけられ、９年生と 10 年生は、日本語、中国語、フランス語、

ラテン語、ドイツ語のうち、最低１つを選択することとなっている。このため、日本語を

学習したい児童・生徒は、9 年生までは違う言語を選択し、9 年生になって初めて日本語の

学習を開始することができるようになる。本校では、上記 CSFⅡの定めるパスウェイ②を

用いることとなるが、4 年間で学習するように定められた基準を 2 年間でこなさなければな

らなくなるため、中国語、フランス語、ラテン語に比べると、生徒にとっても教師にとっ

ても、負担は大きくなる。さらに、本校では予算と教師数の問題から、日本語のクラスは

各学年 1 クラスのみであるため、他校から移って来て、日本語を既に何年か学習してきて

いる生徒も、9 年生から学習を開始した生徒と一緒に、また「あいうえお」の学習を行わな

ければならない。既習の生徒達にとっては、継続した学習を受けることができないことに

より、コミュニケーション能力、日本語の文法、単語に対する基礎知識、学習に対するモ

ティベーションが後退し、日本語のクラスは実りの無い時間となってしまう。以上のよう

な理由から、本校の生徒は、CFSⅡの定める学習達成目標に到達することが各学年とも非

常に難しい状況にある。そして、この状況は、11 年生から VCE を学習していく生徒にとっ

ては、さらに致命的な問題となる。「自分の学びたい外国語が自分のハイスクールにあると

も限らず、一つの外国語を一貫して系統的に学ぶことが必ずしも保障されていない」（川

上・藤長 1995）というのは、90 年代から続く問題で、鈴木（2004）でも「学習の質の確

保が困難」であり、「学習意欲が高い生徒が意欲をなくす」ことにつながると指摘されてい
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る。 
CSFⅡでは、LOTE を学習することによって、生徒は、１）その言語を用いてコミュニ 

ケートできること、２）言語のシステムを理解、比較できること、３）その言語の文化を

直接理解できること、４）自らの文化について考察し、他の国、社会、コミュニティーの

文化と比較できること、５）一般知識を増進できること、６）就職機会の向上、の６つが

得られるとされている。LOTE 科目として、例えば 1 年生から 8 年生まで中国語を学習し、

9 年生から日本語に変わったとしても、生徒は「LOTE 学習」という範囲において、ある一

定レベルのコミュニケーション能力や異文化理解能力を身に付けることができ、知識を増

進させることができると考えられるかもしれない。しかし、低いレベルでの学習達成目標

が知識の獲得や、ロールプレイでの発話、モデル文の展開等であるのに対し、高いレベル

での学習達成目標では、日本語を使って自分で情報を取捨選択し、相手に働きかけること

や、自ら創造するということが求められている。パスウェイ②の「話す」レベル４Ａでは、

「個人の情報や簡単な事実に基づく情報を会話やロールプレイでたずねたり交換したりす

ることができる。」ことが達成目標であるのに対し、パスウェイ②の「話す」レベル６Ａで

は「社交的な場・口頭発表・インタビュー・授業での話し合いなどで、事実に基づく情報

とそうでない情報を提供したり、個人的な意見を言ったりすることができる。」という達成

目標が定められている。生徒が本当に伝えたいと思う内容を表現できるようになるまでに

は、まず、その基礎となる言語知識の獲得と運用練習が必要となるため、ある一定期間の

言語学習の積み重ねを要する。したがって、継続して学習を続けた生徒は、どのような場

面においても、日本語の文法や語彙の知識を用いて自ら情報を吸収し、それを自分のこと

ばで発信する力を身に付けることができるが、途中で学習が中断してしまったり、低いレ

ベルでの学習に止まった生徒は、知識を運用しながら自ら考えるというレベルにまで到達

できずに、以前から行われていたような「知識としての言語学習」の範疇を出ることがな

いまま終わってしまうことになる。ILL の必要性が議論され、シラバスの達成目標にもその

理論が盛り込まれるようになったが、現場の教育システムの問題で、その目標の達成は困

難な状況にあり、生徒に十分な学習機会が与えられていないと言える。 
 
４.２ VCE 学習設計の分析 
 VCE 学習設計の定める LOTE 科目の学習理由は、上記の CSFⅡと同様、コミュニケー

ション能力の獲得、異文化理解、認知能力の発達、一般知識の習得、就職機会の増加が挙

げられている。しかし、11・12 年生になると日本語学習者は激減する。言語学習には多く

の時間がかかり、高得点を取ることが困難であると考えられているのに加え、VCE として

選択可能な科目が５科目、もしくは 6 科目のみに限定されるため、選択したくてもできな

いという背景がある（鈴木 2004）。それでも VCE で日本語を選択する生徒の声を聞くと、

「日本や日本社会に興味があるため」という理由に加え、「日本語には大きなマークアップ

があるため」という答えが返ってくる。LOTE 科目は他教科に比べ学習が困難で高得点が
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取りにくいため、試験後に毎年得点調整が行われ、大きなマークアップがある。つまり、

日常生活において日本人と接する機会がほとんど無い JFL の生徒たちにとって、日本語学

習の動機は、目の前にある VCE でいかに良い点数を取るかということに支えられているの

である。そのような生徒たちのニーズに応えながら、VCE 学習設計に挙げられた１）コミ

ュニケーション能力の獲得、２）異文化理解、３）自文化理解、４）体系としての言語理

解、５）日本語を多言語と関連づける、６）日本語を将来の活動につなげる、という学習

目標を達成させることは、教師にとって容易なことではない。 
 VCE は４つのユニットから構成され、ユニット１・２が 11 年生、３・４は 12 年生の学

習内容となる。ユニット３・４では、高校卒業試験兼大学共通選考試験に向けた準備が主

な内容となるが、特に口頭試験の第２部では「詳細研究」で学んだことを試験官と「話し

合う」ことが要求されるため、授業でも 15 時間を充てることが望ましいとされている。「詳

細研究」では、まずトピックを選び、そのトピックに関する多様な資料を通して、日本語

を話す社会の言語と文化の諸相を探求し、比較検討することが求められる。これによって、

生徒は歴史上の問題や、現代社会の様相、文学芸術遺産などについての理解を深めること

ができるとされている。例えば、「日本のアニメと漫画」をトピックとして選んだ場合、具

体的な活動例としては、「現代日本のアニメを見て、そのアニメを普通のテレビ漫画と異な

るものにしている特徴を書き出す。（聞く）」や「日本の家族漫画を読む。筋の展開と主要

登場人物の扱われ方や性格に注意を払い、わかったことを要約して、クラスで話し合う。（読

む）」などが挙げられている。ここで求められているのは、日本語を通じて日本社会に触れ、 
そこで生徒個人個人が感じ取った「日本」を生徒自身のことばで分析し、表現するという

力であり、ILL の求める言語と文化を統合した日本語教育であると言える。また、「詳細研

究」は、このような教室内での ILL にとどまらず、口頭試験の場において、生徒が試験官

とトピックについて「話し合う」ことが求められているため、その準備のために、生徒は

他者に対して自分の持つ「日本」観を説明し、そこで相手の質問を受けて、自らの意見を

さらに深めるという作業を繰り返す。そして、口頭試験では、初めて出会った他者に対し

て、自分の伝えたいことを自分のことばで表現するという体験を通し、相手との関係性を

構築する力を獲得していくのである。しかし、この試験の場では、ILL の目指す「第三の場」

の構築という段階にまでは至ることができない。口頭試験で求められている「話し合い」

とは、トピックについて試験官と議論をすることではなく、生徒が試験官の質問に答える

という一方向的な流れであって、ILL が本来求めている異文化対応能力に対する評価はなさ

れないのである。ここに、理念やシラバスに定められた達成目標との矛盾が生じている。 
また、ILL の実現には、現場の状況として、時間の制約という大きな問題もある。「詳細

研究」は、指導の目安とされる 15 時間の中で、まずトピックを決め、それに関する資料を

読解し、クラスで話し合いながら内容の理解を深め、比較検討する作文を書き上げた上で、

口頭試験のためにそれを覚え、「話し合う」練習までを行う必要があるが、これは教師にと

っても生徒にとっても容易なことではなく、さらに、筆記試験の準備なども考えると、シ
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ラバスに定められているような理想的な活動例を取り入れる余裕がないというのが実情で

ある。ILL で最も重要視されるべきである自ら感じ、考え、分析し、表現するという過程が

省略され、教師から与えられた資料の情報を、生徒は自分の意見として暗記し、口頭試験

ではそれを発表する。異文化対応能力とは、問題や課題の解決にとってどのような情報が

必要であるのかを自ら考え、それを引き出し、読み解き、比較検討できる力である。この

力は、細川（2002）で述べられている、身辺のさまざまな情報をわがこととして処理して

いく能力としての「文化リテラシー」と共通するもので、言語習得のプロセスが、ことば

と文化の関係としての人間教育と捉えられなければならない。しかし、VCE 学習設計で定

めている達成目標には「書かれたテキストからの情報を分析し、使用する。」こと、評価タ

スクの例としては、「必要な情報を引き出し、利用することによって、具体的な質問、メッ

セージ、支持に応答する。」ことが挙げられているのみで、生徒が自ら情報を検索し、取捨

選択する必要性には触れられておらず、授業でも、教師が与えた情報の中での限られた「文

化リテラシー」教育にとどまっている。 
さらに、川上（2004）が述べるように、認知的な発達段階にある児童・生徒への言語教

育は、意味のある文脈の中で行われなければならないと考える。生徒が学びたい内容と流

れの中で日本語が使われることによって、「ことばの学び」は生まれるためである。この視

点から考えると、上記の「詳細研究」のトピック決定においても、生徒個人や、少人数の

グループが、それぞれの研究したいトピックを選び、それについて個々で資料を集め、調

査を進めるというのが学習の動機付け、意味付けにおいて最も望ましいと思われるが、指

導上の便宜や時間的な制約から、クラス全員が毎年固定されたトピックに取り組まざるを

得ないのが現実となっている。 
また、高校卒業試験兼大学共通選考試験以外の学習においても、ブラウン・萩野（2006）

が指摘するように、VCE 学習設計に示される達成目標は、少ない授業時間数や教師の研修

不足の状況の中で達成することが現実的ではない状況にあると言える。例えば、ユニット

３のトピック例として挙げられている「日本国内の旅行」を取り扱う際に、4 技能別に全部

で 17 項目ある活動例の中の「インターネットで日本の観光地のウェブサイトを拾い読みす

る。面白そうか、場所は行きやすいか、呼び物はあるか、などを考慮に入れる。」「日記を

書く。自分が訪れた３つの場所の印象のあらましを書く。」という２つを取り扱うこととし、

各自が日本語で書かれた情報を検索して、興味のある場所を 3 カ所選び、そこを訪れたと

いう設定で日記を書くという課題を与える。この課題では、日本語を使って自分が必要と

する情報を引き出し、それを読解して、各自が捉えた「日本」を自分のことばで想像して

書くという能力が求められている。これは、生徒それぞれの視点から日本社会や文化を見

つめ、感じさせている点で、動態的な視点に立った文化と言語の統合教育であると言えな

くはない。しかし、時間的な問題で、その他に挙げられている「各自が交通費や宿泊費に

ついて調べたことをクラスで話し合う。」ことや、「相手を旅行に誘う・交渉する・説得す

るという表現の用法や使い方を話し合い、実際にロールプレイを作成し、演じる。」こと、
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「自分の企画した旅行の優れている点を強調しながらパワーポイントを使ってプレゼンテ

ーションをする。」などといった課題には取り組むことができなかった。そのため、それら

の課題で求められている、自分が得た情報について相手と議論したり、自分の意見を伝え、

理解してもらうために相手に働きかけるといった学習は行うこととができず、ILL 教育の根

幹である相手との関係性を構築する力の育成は図れなかったと言える。 
本シラバスに定められた学習活動や達成目標を行うためにも、生徒達の望む VCE 試験で

高得点を獲得するにも、その基礎となる語彙や文法の導入は不可欠であり、その定着にも

ある一定の時間を要する。ILL の理念に基づいた学習活動も、学習した知識を用いながら行

われるため、知識の定着を助けるのだが、多様な背景を持つ生徒達に、新しく学習した事

項を使って日本語で与えられた課題を理解させ、それについて話し合い、分析し、考えを

自分のことばで表現させるという一連の活動を行うには、相当な時間の割り当てと授業設

計が必要となる。そのため、教師は各ユニットに挙げられている活動例のいくつかを選ん

で取り組まざるを得ないが、4 技能をバランス良く取り入れ、総合的な力の育成を行うため

にはどの課題を選択すれば良いのか、教師が時間との兼ね合いの中で検討していかなけれ

ばならないことは山積しており、その達成は難しい状況にある。 
 
５．人間教育としての日本語教育を行うためには何が必要か 
 成果主義のアプローチや ILL の必要性が教育理念に盛り込まれるようになり、オースト

ラリアの言語教育は、総合的な人間育成を目指すものへと転換してきている。しかし、実

際の教育現場にその理念はまだ適合しきれておらず、学校間の連携問題により学習の継続

が妨げられたり、学習時間数や教師数の問題から、ILL が目指す言語と文化を統合した教育

の実施が困難な状況にあることが分かった。各学校の教育事情は、国家の教育予算に影響

されるところが大きく、現場の教師の力だけでは解決できない問題も多い。また、最終的

な高校卒業試験兼大学共通選考試験で計られる生徒の言語能力が、シラバスの目指す ILL
の理念と必ずしも一致していないため、知識を覚えさせる教育が時間の短縮になり、高得

点への近道であると考えられる傾向にある。「理想的なシラバス」の一人歩きを止めるため

には、現場の状況をシラバスに還元させ、国家・州政府と現場の教師双方から、課題の擦

り合わせを行わなければならない。現場教師の時間的、能力的な負担の大きさを解消する

ためには、シラバスの定める達成目標と、その課題や活動例、時間配分などをもっと明確

に定める必要があるのではないかと考える。言語教育を通じて、多文化社会を生き抜いて

いく子ども達にどのように生きる力を身につけさせることができるか、言語教育の枠を越

えた人間教育としての視点から考えていかなければならない。 
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